
 
 
 
 

フリーランスは、特定の企業や団体、組織に専従しておらず、業務委託により自らの技能を提供することによ

り社会的に独立した個人事業主です。日本国内におけるフリーランスは、2020年時点の推計では325万人程

度いると考えられています。フリーランスは、見かけ上雇用関係になくても、労働者性が認められることがあり、

その場合は労働関係法令の保護を受けることになります。 
 

１． 労働基準法上の労働者に当たる場合 

労働基準法上の労働者に当たる場合は、労働基準法の労働時間や賃金、年次有給休暇、災害補償義務などに関する

ルールが適用されます。労働安全衛生法、労働契約法等の個別的労働関係法令も基本的に適用されます。 

 

２． 労働基準法における「労働者性」の判断基準 

労働基準法において「労働者」に当たるかは、以下のような項目を確認し総合的に判断されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３． 労働基準法における「労働者性」の判断基準 

以下のような実態がある方は、労働基準法上の「労働者」に当たる場合があります。 

・発注者からの仕事は、病気のような特別な理由がないと断れない 

・発注者から、通常予定されている仕事の他に、契約や予定にない業務も命令されたり頼まれたりする 

・始業や終業の時刻が決められていて、始業に遅れると「遅刻」として報酬が減らされる 

・運送の経路や方法、出発時刻といった、業務の遂行に関することは、全部発注者から指示され、管理されている 

・報酬は「時間当たりいくら」で決まっている 

・受けた仕事をするのに非常に時間がかかるため、他の発注者の仕事を受ける余裕が全くない 
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フリーランスは労働者性が認められることがあります 

労働基準法上の「労働者」にあたる 

事業者性がない 

仕事に必要な機械等を発注者等が所有して

いる場合や、フリーランスが受け取る報酬が同

じような仕事をする労働者と比べて著しく高

額でないか など 

専属性が高い 

他の発注者等の業務を行うことが制度上制

約されたり、時間的な余裕がないなど、特定の

発注者から受ける業務の割合が非常に大きい

か など 

 

「使用従属性」が認められる 

「指揮監督下の労働」である 
報酬の 

労務対償性 

がある 

フリーランスに支払われる報酬額が、発注者

等の指揮監督の下で行う作業時間等をベース

に決まっているか など 

 

代替性がない 
発注者等から受けた仕事を自分に代わって

他人がすることや、自分の判断で補助者を使う

ことが認められていないか など 

 

諾否の自由がない 

（考え方） 

発注者等からの仕事の依頼や、

業務の指示があった際に、受け

るかどうかを自分で決められな

い（拒否できない）か 

 

業務遂行上の指揮監督がある 

（考え方） 

業務の内容や遂行方法につい

て、発注者等から具体的な指揮

命令を受けているか 

 

 

拘束性がある 

（考え方） 

発注者等から勤務場所と勤務時

間が指定され、管理されている

か 

 

 

補強 

補強 

補強 

各判断基準に該

当する場合等であ

っても、直ちに労

働者性が認められ

るわけではない点

に注意 
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